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１．概要 （１）検討委員会・スケジュール

（設置）
第１条 宗像市雨に強いまちづくりビジョン策定に当たり、多様な観点から検討するため、宗像市雨に強いまちづくり
検討委員会（以下「委員会」という。）を設置する。
（所掌事務）
第２条 委員会の所掌事務は、次のとおりとする。
（１）雨に強いまちづくりビジョンに係る調査検討に関すること。
（２）その他委員会設置の目的達成に必要な事項に関すること。
（組織）
第３条 委員会は、５人以内の委員をもって組織する。
２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。
（１）学識経験を有する者
（２）市民代表
（３）関係行政機関の職員
（任期）
第４条 委員の任期は、雨に強いまちづくりビジョンの策定の日までとする。
（委員長及び副委員長）
第５条 委員会に、委員長及び副委員長１人を置く。
２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。
３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。
４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、その職務を代理する。
（会議）
第６条 委員会の会議は、委員長が招集する。
２ 委員会は、必要に応じて委員以外の者を委員会の会議に出席させ、意見又は説明を求めることができる。
（庶務）
第７条 委員会の庶務は、都市整備部都市計画課において処理する。
（雑則）
第８条 この告示に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員会に諮って定める。
附 則
この告示は、公示の日から施行する。

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン検討委員会設置要綱
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１．概要 （１）検討委員会・スケジュール

◆検討委員会スケジュール

【令和４年度】
（５月～）・現況調査
（１２月）・第１回委員会
（２月頃）・第２回委員会

Ａ
【令和５年度】
（５月頃）・第３回委員会
（８月頃）・第４回委員会
（１０月頃）・パブリックコメント
（１２月頃）・第５回委員会

（３月頃） ・ビジョン公表

第１回
①検討対象区域の設定
②計画降雨・照査降雨の設定

第２回

①浸水要因分析（浸水シミュレーション）
②段階的対策方針
③実現方策の検討
・計画降雨に対するハード対策（下水道）の検討
・照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討

第３回

①実現方策の検討（整備水準・整備時期・事業費等）
・計画降雨に対するハード対策（下水道）の検討
②実現方策の検討
・照査降雨に対するハード対策，ソフト対策を位置付け

第４回 ビジョン素案の確認

第５回 ビジョン案のパブコメ結果等

項目 R4 R5 R6~

・雨に強いまちづくりビジョン

・雨水施設現況調査
・流下能力検証
・浸水要因分析
・施設整備計画（ハード事業）

・庁内検討委員会
・外部検討委員会

・ビジョン公表

・事業実施
・施設整備計画の実施

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン骨子（案）

序章．雨に強いまちづくりビジョンについて
（背景、目的、位置付け等）

１．宗像市の現状
（概況、災害ハザード、浸水被害、降雨記録、雨水整備状況等）

２．宗像市の課題
（リスク分析、検討対象区域設定、浸水要因分析等）

３．雨に強いまちづくりの基本方針
（計画降雨、段階的対策方針等）

４．雨に強いまちづくりの実現方策
（計画降雨に対するハード対策の検討、
照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討等）

第１回

第２回

第３回

第４回

第５回
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１．概要 （１）検討委員会・スケジュール

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン検討委員会
区分 所属等 氏名

１ 学識経験を有する者 （大学教授）
九州産業大学建築都市工学部建築学科 日髙 圭一郎 教授

２ 学識経験を有する者 （大学教授）
九州大学大学院人間環境学研究院 黒瀬 武史 教授

３ 学識経験を有する者 （大学教授）
福岡大学工学部社会デザイン工学科 渡辺 亮一 教授

４ 市民代表
（公募） 丸尾 明日香

５ 関係行政機関の職員
宗像地区事務組合経営施設課 豊福 正一 課長

【オブザーバー】

１ 関係行政機関の職員 国土交通省九州地方整備局建政部都市整備課 山口 広喜 建設専門官

２ 関係行政機関の職員 福岡県県土整備部河川整備課 髙山 精一郎 参事補佐

３ 関係行政機関の職員 福岡県建築都市部下水道課 中村 正次 課長技術補佐

担当分野 所属

（防災担当） 宗像市 総務部 危機管理課

（下水道担当） 宗像市 都市整備部 下水道課

（道路・河川・公園担当） 宗像市 都市整備部 維持管理課

（農業施設担当） 宗像市 産業振興部 農業振興課

（学校施設担当） 宗像市 教育子ども部 学校管理課

（事務局） 宗像市 都市整備部 都市計画課

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン庁内検討委員会
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１．概要 （２）策定の目的

水災害リスクを踏まえた雨に強いまちを都市の将来像の一つとし、当面･中期･長期にわたる

浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、施設整備の方針等を定め、その実現に向

けての道筋を明らかにする

雨に強いまちづくりビジョン～雨水管理総合計画～

目標年次 ： 2043年（令和25年）

◆段階的対策計画（例）

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）R3.11 国土交通省水管理・国土保全局下水道局ｐ43

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン骨子（案）

序章．雨に強いまちづくりビジョンについて
（背景、目的、位置付け等）

１．宗像市の現状
（概況、災害ハザード、浸水被害、降雨記録、雨水整備状況等）

２．宗像市の課題
（リスク分析、検討対象区域設定、浸水要因分析等）

３．雨に強いまちづくりの基本方針
（計画降雨、段階的対策方針等）

４．雨に強いまちづくりの実現方策
（計画降雨に対するハード対策の検討、
照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討等）

当面 中期 長期

（Ａ地区） 施設整備工事A

（Ｂ地区） 施設整備工事B

（Ｃ地区） 施設整備工事C

（Ｄ地区） 施設整備工事D
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１．概要 （３）背景 ／ 近年の浸水被害状況
■水災害履歴

■田久地区

平成7年7月2日

平成18年6月22日～23日

平成21年7月24日～25日

田久雨水幹線整備（Ｈ21～Ｈ26）

平成7年7月 平成11年6月

平成18年6月

宗像市地域防災計画総則- 29（令和 4年 9月）

７９棟床下浸水、道路冠水２０箇所



１．概要 （３）背景 ／ 近年の浸水被害状況

⑤JR赤間駅南口

⑥田久

■平成３０年(2018)７月

③くりえいと①東郷

■令和３年(2021)8月

④須恵②城西ヶ丘

①東郷

8

⑦処理場横 ⑧河東



１．概要 （３）背景 ／ 近年の浸水被害状況
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◆現在の取組み（釣川水系河川整備計画）
策定時期 ：令和３年９月
整備計画対象期間 ：今後３０年間
整備目標：20 年に1 度の確率で発生する規模の洪水を安全に

流下させる整備（釣川・山田川・大井川）



◆近年頻発化する自然災害
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１．概要 （３）背景 ／ 雨水対策の全国的な流れ

「流域治水」の基本的な考え方
（国土交通省水管理・国土保全局）



◆短時間強雨の発生件数
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１．概要 （３）背景 ／ 雨水対策の全国的な流れ

「流域治水」の基本的な考え方（国土交通省水管理・国土保全局）



◆「流域治水」への転換
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１．概要 （３）背景 ／ 雨水対策の全国的な流れ

気候変動を踏まえた水災害対策のあり方について（令和2年7月社会資本整備審議会）



◆「流域治水」の施策
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１．概要 （３）背景 ／ 雨水対策の全国的な流れ

「流域治水」の基本的な考え方（国土交通省水管理・国土保全局）



◆「流域治水」の施策（二級水系流域治水プロジェクト北九州・宗像圏域）
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１．概要 （３）背景 ／ 雨水対策の全国的な流れ

二級水系流域治水プロジェクト北九州・宗像圏域（Ｒ4.3.29公表 福岡県河川整備課）
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１．概要 （４）計画に定める内容

水災害リスクを踏まえた雨に強いまちを都市の将来像の一つとし、当面･中期･長期にわたる

浸水対策を実施すべき区域や目標とする整備水準、施設整備の方針等を定め、その実現に向

けての道筋を明らかにする

雨に強いまちづくりビジョン～雨水管理総合計画～

目標年次 ： 2043年（令和25年）

◆段階的対策計画（例）

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）R3.11 国土交通省水管理・国土保全局下水道局ｐ43

短期 中期 長期

（Ａ地区） 施設整備工事A

（Ｂ地区） 施設整備工事B

（Ｃ地区） 施設整備工事C

（Ｄ地区） 施設整備工事D

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン骨子（案）

序章．雨に強いまちづくりビジョンについて
（背景、目的、位置付け等）

１．宗像市の現状
（概況、災害ハザード、浸水被害、降雨記録、雨水整備状況等）

２．宗像市の課題
（リスク分析、検討対象区域設定、浸水要因分析等）

３．雨に強いまちづくりの基本方針
（計画降雨、段階的対策方針等）

４．雨に強いまちづくりの実現方策
（計画降雨に対するハード対策の検討、
照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討等）
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１．概要 （４）計画に定める内容

下水道施設計画・設計指針と解説ー2019年版ー（公益社団法人日本下水道協会）ｐ２００

◆雨水管理計画策定フロー

START

基礎調査

浸水被害の発生要因の分析

重点対策地区の検討

（地域ごとに異なる計画降雨の策定、照査降雨への対応の要否の検討）

計画降雨、照査降雨（照査降雨対応を行う場合）の設定

計画降雨に対応する施設計画

照査降雨対応の検討を行う

減災目標の設定

※施設計画完成時を想定した浸水
シミュレーション等による計画

減災目標達成に必要な対策を検討
①多様な主体との連携による総合的な対策

②下水道事業によるソフト対策
③下水道事業による付加的対策
④計画降雨のレベルアップ

ソフト対策の検討

防災目標、減災目標（照査降雨対応を行う場合）の設定

END（防災目標の達成）

END

④
を
含
む
事
業
の
実
現
可
能
性
を
考
慮
し
た
降
雨
・
目
標
の
見
直
し
を
行
う
場
合

YES

選定する場合

①～③を

NO

OK
NG

(防災目標の達成
L1・L2降雨の減災目標の達成）



１．概要 （４）計画に定める内容
◆効果的・効率的な工法選定（例）
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■浸水シミュレーション（例）

河川 ポンプ場

■施設整備の事例

■施設整備等計画の事例

雨水貯留施設（溜める）雨水排出ポンプ施設

短期 中期 長期

（Ａ地区） 施設整備工事A

（Ｂ地区） 施設整備工事B

（Ｃ地区） 施設整備工事C

（Ｄ地区） 施設整備工事D

重点対策地区

一般地区



１．概要 （４）計画に定める内容
◆効果的・効率的な工法選定（例）
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■施設整備の事例

グラウンド貯留施設

管路の一部増径 排水施設の改良

東播磨・北播磨・丹波（加古川流域圏）地域総合治水推進協議会第１回下流域ワーキング資料

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）事例集Ⅱ－１ｐ4

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）事例集Ⅱ－１ｐ2

久留米大学

調
整
高

1
0

cm

調整板

ここから雨水が
調整されます。

田んぼダム

流域治水協議会 令和４年度第１回幹事会 資料（宗像市農業振興課）
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２．検討対象区域

◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン骨子（仮）

序章．雨に強いまちづくりビジョンについて
（背景、目的、位置付け等）

１．宗像市の現状
（概況、災害ハザード、浸水被害、降雨記録、雨水整備状況等）

２．宗像市の課題
（リスク分析、検討対象区域設定、浸水要因分析等）

３．雨に強いまちづくりの基本方針
（計画降雨、段階的対策方針等）

４．雨に強いまちづくりの実現方策
（計画降雨に対するハード対策の検討、
照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討等）

下水道施設計画・設計指針と解説ー2019年版ー（公益社団法人日本下水道協会）ｐ２００

START

基礎調査

浸水被害の発生要因の分析

重点対策地区の検討

（地域ごとに異なる計画降雨の策定、照査降雨への対応の要否の検討）

計画降雨、照査降雨（照査降雨対応を行う場合）の設定

計画降雨に対応する施設計画

照査降雨対応の検討を行う

減災目標の設定

※施設計画完成時を想定した浸水
シミュレーション等による計画

減災目標達成に必要な対策を検討
①多様な主体との連携による総合的な対策

②下水道事業によるソフト対策
③下水道事業による付加的対策
④計画降雨のレベルアップ

ソフト対策の検討

防災目標、減災目標（照査降雨対応を行う場合）の設定

END（防災目標の達成）

END

④
を
含
む
事
業
の
実
現
可
能
性
を
考
慮
し
た
降
雨
・
目
標
の
見
直
し
を
行
う
場
合

YES

選定する場合

①～③を

NO

OK
NG

(防災目標の達成
L1・L2降雨の減災目標の達成）

◆雨水管理計画策定フロー



２．検討対象区域（１）区域区分

一般対策地区

対象区域：市内全域（離島除く）

浸水対策実施区域内

重点対策地区

浸水対策実施区域外

◆区域区分

20

段階的対策計画を策定し、
対策を優先的に実施する地区。

5～10年確率降雨での
雨水整備を図る地区。

＊重点対策地区
「生命の保護」、「都市機能の確保」、「個人財産の保護」の
観点より重点的に対策を行うべき地区

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）
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２．検討対象区域（2）都市づくりの目標

【都市づくりの目標】 ・第２次宗像市都市計画マスタープラン
・宗像市立地適正化計画

基本理念

『宗像版集約型都市構造の形成』

将来都市像

『コンパクトで魅力的な地域が
ネットワークする生活交流都市』

市街地の範囲や都市機能の立地をコントロールしながら、人口減少社会に
耐え得る住みよいまちづくりを実現する。

①水災害リスクを可能な限り避けることを原則としつつ、都市の構造、歴史的な
形成過程、人口・経済・土地利用の動態等を踏まえ、地域の持続可能性やまち
づくり全体との総合的なバランスを考慮し、防災まちづくりの方向性を示す。
②水災害リスクを踏まえ、都市機能上の必要性等を勘案し、水災害リスクを軽
減し、又はこれ以上増加させない対策を講じながら、都市的土地利用を継続す
る区域を示す。
③水災害リスクが存在する区域について、リスクを軽減又は回避するための対
策を総合的に検討。

・水災害リスクを踏まえた防災まちづくりガイドライン
（Ｒ３.５ 国土交通省 都市局/水管理・国土保全局 住宅局）

【防災まちづくりの方向性】

踏まえる

本市では、「都市計画マスタープラン」において、『コンパクトで魅力的な地域がネットワークする生活交流都市』を将来都
市像として掲げ、その実現に向けた取り組みをさらに推進するため「立地適正化計画」により、都市のコンパクト化を図り、人
口減少・高齢化社会に対応した、利便性が高く、効果的で効率的な都市経営を実現し、長期的にも都市活力が維持できる、持続
可能な都市を目指している。一方で近年、気候変動の影響による降雨量の増加や海面水位の上昇等により、全国各地で河川の氾
濫や堤防決壊・越水などが頻発し、社会経済に被害が生じている。
このようなことから、将来都市像の実現に向け、水災害リスクを踏まえた雨に強いまちづくりを推進する。

［都市の骨格構造］

［都市機能誘導区域、居住誘導区域］

宗像市立地適正化計画
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２．検討対象区域（3）リスク分析
◆評価指標の設定（内水浸水想定区域）

No. 項目 考え方

1 浸水想定区域内の面積

2 浸水想定区域に重なる都市機能誘導区域の面積

3 浸水想定区域に重なる居住誘導区域の面積

4 浸水想定区域内の人口

5 浸水想定区域内の家屋数

6 浸水想定区域内の被害額

7
浸水深0.3ｍ＊1) 以上の浸水想定区域内にある

公共公益施設・防災上重要な施設数

8
浸水深0.3ｍ＊1) 以上の浸水想定区域内にある

要配慮者利用施設数

9
浸水深0.2ｍ＊2) 以上の浸水想定区域内にある

上下水道施設数

10
浸水深0.3ｍ＊1) 以上の浸水想定区域内にある

鉄道駅利用者数

11
垂直避難できない建物棟数

（最上階が浸水する建物棟数）

12
都市機能誘導区域にある垂直避難できない

建物棟数（最上階が浸水する建物棟数）

13
居住誘導区域にある垂直避難できない建物棟数

（最上階が浸水する建物棟数）

14
垂直避難できない避難所数

（最上階が浸水する避難所数）

15 浸水想定区域に含まれるアンダーパスの数

・浸水想定区域が広いほど、浸水被害が

　大きくなる。

・特に、浸水想定区域に含まれる誘導

　区域が多いほど、被害が拡大する。

・浸水想定区域の人口や家屋数が多い

　ほど、浸水被害が大きくなる。

・一定以上の浸水深が想定される都市

 施設が多いほど、市民生活への影響が

 大きくなる。

・数値が大きいほど、災害発生後の

　避難行動に支障を来たす恐れがある。

＊1）自動車が走行困難となる浸水深（排気管やトランスミッション等が浸水）：30cm
＊2）浄水場、下水処理場等が停止する浸水深：20cm

「水害の被害指標分析の手引」（H25 試行版）平成２５年７月国土交通省水管理・国土保全局
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２．検討対象区域（3）リスク分析
◆地区毎のリスク分析結果（内水浸水想定区域）

内水浸水想定区域

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

吉武 赤間 赤間西 自由ヶ丘 河東 南郷 東郷 日の里 玄海 池野 岬 大島

浸水面積（ha）
11,991 795.1 26.8 131.5 25.7 1.7 127.3 140.2 123.8 0.1 154.9 61.6 1.5 0.0

　　都市機能誘導区域（ha）
309.9 44.9 0.0 9.2 11.9 0.0 6.0 9.1 8.7 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

　　居住誘導区域（ha）
1,448.30 76.4 0.0 16.2 14.3 0.6 18.1 11.3 15.8 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0

人口（人）
97,205 4,796 88 1,175 872 3 1,073 280 949 22 200 113 22 0

家屋数（軒）
44,512 1,960 76 314 217 1 421 171 463 6 196 85 10 0.0

浸水想定区域内の家屋被害額（百万円）
10,211 319 2761 1593 2 1389 1309 1755 17 787 256 23 0

浸水深0.3ｍ以上の浸水想定区域内にある公共公益

施設・防災上重要な施設　（軒） 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浸水深0.3ｍ以上の浸水想定区域内にある要配慮者

利用施設（軒） 5 0 0 0 0 1 1 3 0 0 0 0 0

浸水深0.2ｍ以上の浸水想定区域内にある上下水道

施設（箇所） 4 0 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0

浸水深0.3ｍ以上※の浸水想定区域内にある鉄道駅

利用者数　（人） 8,659 0 0 8,659 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浸水深0.3ｍ以上の浸水想定区域内にある広域交流

軸（km）

国道３号

国道３号～赤間駅 0.3 0.0 0.3 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0 0

浸水深0.3ｍ以上の浸水想定区域内にある都市内交

流軸（km）
旧国道３号

0.3 0.0 0.0 0.1 0 0.1 0 0.1 0 0.0 0 0 0

垂直避難できない建物棟数（最上階が浸水する建物

棟数）（軒） 171 12 38 12 0 29 13 41 0 14 12 0 0

都市機能誘導区域にある垂直避難できない建物棟数

（最上階が浸水する建物棟数）（軒） 47 0 26 7 0 5 1 8 0 0 0 0 0

誘導区域にある垂直避難できない建物棟数（最上階

が浸水する建物棟数）（軒） 21 0 7 2 0 9 0 3 0 0 0 0 0

垂直避難できない避難所数（最上階が浸水する避難

所数） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

浸水想定区域に含まれるアンダーパスの数（箇所）
3 0 0 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0

浸水想定区域全域宗像市全域

ミ

ク

ロ

分

析

項目

マ

ク

ロ

分

析
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２．検討対象区域（3）リスク分析

◆災害リスクが高い地域（内水浸水想定区域・居住誘導区域）

・浸水想定区域
かつ
・赤間地区、赤間西地区、河東地区、東郷地区
かつ
・都市機能誘導区域、居住誘導区域

ハザード

全体 災害リスクが
高い地域

浸水想定面積 795.1ha 64.4ha

0.5ｍ以下 512.8ha 52.9ha

0.5ｍ以上 282.2ha 11.5ha

浸水想定区域内の家屋数 1,960棟
2.5棟/ha

1,053棟
16.3棟/ha

床上浸水 333棟
0.4棟/ha

182棟
2.8棟/ha

垂直避難が困難 171棟
0.2棟/ha

64棟
1.0棟/ha

都市内交流軸（旧３号）0.3ｍ以上 300ｍ 250ｍ



２．検討対象区域（４）優先的に対策を講じる地域（重点対策地区）

■釣川水系流域 ■各拠点の設定（立地適正化計画） ■居住誘導区域及び都市機能誘導区域

⑤JR赤間駅南口

⑥田久④須恵

■平成３０年(2018)７月

③くりえいと①東郷

②城西ヶ丘

①

② ③
④

⑤

⑥
①

② ③ ④
⑤
⑥

25

■令和３年(2021)8月

①東郷
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２．検討対象区域（４）優先的に対策を講じる地域（重点対策地区）

◆目指すべき都市の骨格構造・過去の浸水実績・防災拠点施設
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２．検討対象区域（４）優先的に対策を講じる地域（重点対策地区）

◆優先的に対策を講じる地域

①地域レベル毎の分析結果に基づく、特に災害リスクの高い4つの地域（赤間、赤間西、河東、東郷）

②目指すべき都市の骨格構造（各拠点、交通軸）

③代替がきかない防災拠点施設（市庁舎、宗像遠賀保健福祉環境事務所）

④過去の浸水実績
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２．検討対象区域（４）優先的に対策を講じる地域（重点対策地区）

◆現地調査・シミュレーション実施箇所



◆宗像市雨に強いまちづくりビジョン骨子（案）

序章．雨に強いまちづくりビジョンについて
（背景、目的、位置付け等）

１．宗像市の現状
（概況、災害ハザード、浸水被害、降雨記録、雨水整備状況等）

２．宗像市の課題
（リスク分析、検討対象区域設定、浸水要因分析等）

３．雨に強いまちづくりの基本方針
（計画降雨、段階的対策方針等）

４．雨に強いまちづくりの実現方策
（計画降雨に対するハード対策の検討、
照査降雨に対するハード対策，ソフト対策の検討等）

29

３．計画降雨・照査降雨の設定

下水道施設計画・設計指針と解説ー2019年版ー（公益社団法人日本下水道協会）ｐ２００

START

基礎調査

浸水被害の発生要因の分析

重点対策地区の検討

（地域ごとに異なる計画降雨の策定、照査降雨への対応の要否の検討）

計画降雨、照査降雨（照査降雨対応を行う場合）の設定

計画降雨に対応する施設計画

照査降雨対応の検討を行う

減災目標の設定

※施設計画完成時を想定した浸水
シミュレーション等による計画

減災目標達成に必要な対策を検討
①多様な主体との連携による総合的な対策

②下水道事業によるソフト対策
③下水道事業による付加的対策
④計画降雨のレベルアップ

ソフト対策の検討

防災目標、減災目標（照査降雨対応を行う場合）の設定

END（防災目標の達成）

END

④
を
含
む
事
業
の
実
現
可
能
性
を
考
慮
し
た
降
雨
・
目
標
の
見
直
し
を
行
う
場
合

YES

選定する場合

①～③を

NO

OK
NG

(防災目標の達成
L1・L2降雨の減災目標の達成）

◆雨水管理計画策定フロー



３．計画降雨・照査降雨の設定
◆計画雨水量

流出係数C：降雨量のうち、蒸発・浸透等せずに雨水渠へ流入する雨水量
の割合（土地利用種別による一般的な流出係数は、屋根：0.8５
～0.95、道路：0.80～0.90、間地：0.10～0.30 等）（ｐ２１７）

降雨強度Ｉ：流達時間（ｔ）における降雨強度（ｍｍ/ｈ） （ｐ２２０）
（計画降雨）

合理式：Q ＝
𝟏

𝟑𝟔𝟎
・C・I・A

Q：最大計画雨水流出量（m3/s）

C：流出係数
I ：流達時間（t）における降雨強度（mm/h）
A：排水面積（ha）

・管渠やポンプ場等の雨水施設を計画する際に用いる計画雨水量は、合理式を用いて定める最大計画雨水流出量を用いる。

⇒排水面積Aは対象区域で決まるため、流出係数C と 降雨強度Ｉ の設定に応じて、雨水流出量Qが変わる。

下水道施設計画・設計指針と解説ー2019年版ー（公益社団法人日本下水道協会）

◆現在の計画降雨・流出係数

流出係数Ｃ
〇旧宗像地区 0.60
〇旧玄海地区 0.45 ＊ どちらも当初設定から変更なし

降雨強度Ｉ（計画降雨）
赤間東，自由ヶ丘西排水区 (H19)

Ｉ７＝6,470/（ｔ＋５１） 58.3ｍｍ/ｈ（7年確率）

それ以外の排水区 (S41)
Ｉ５＝4,700/（ｔ＋３０） 52.2ｍｍ/h （5年確率）

30
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３．計画降雨・照査降雨の設定

対象降雨 現在の整備水準 ⇒⇒⇒ 目標とする整備水準（案） ⇒⇒⇒ 最終目標

計画降雨
Ｌ１

・施設整備状況 ⇒⇒⇒ 《重要路線》
⇒浸水深１０cm以下

《道路（一般部）》
⇒浸水深３０cm以下

《道路外》
⇒前面道路の浸水深３０cm以下

⇒⇒⇒ 浸水しない
(完全ドライ)

◆目標とする整備水準（案）

・「計画降雨」「流出係数」検証
⇒精度向上（計画と実際の効果をより近づける）

対象降雨 現在の整備水準 当面 中期 長期

計画降雨
Ｌ１

【重点対策地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

▲％
《道路（一般部）》
浸水深 30cm以下

●％

【一般対策地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

■％
《道路（一般部）》
浸水深 30cm以下

◆％

【重点対策地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

△％

【重点対策地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

▲▲％
《道路（一般部）》
浸水深 30cm以下

〇％

【重点対策地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

△△％
《道路（一般部）》
浸水深 30cm以下

○○％

【一般地区】
《重要路線》
浸水深10ｃｍ以下

□％

◆段階的対策目標（例）
現在の整備水準や財政状況等を踏まえ、計画期間に
おける整備目標、整備時期を検討する。

整備目標・整備水準

現在 当面 中期 長期



３．計画降雨・照査降雨の設定（１）流出係数の検証
◆流出係数とは

流出係数とは、全降雨量に対して管渠に流入する最大雨水流出量の割合である。これは、降雨の全てが管
渠に流入するのではなく、地下浸透、蒸発等により消失されるからである。なお、流出係数は、地勢・地
質、地表勾配、土地利用状況等により異なるが、一般的には土地利用状況に依存するものと考えられる。
また、「下水道施設計画・設計指針と解説 2019 年版 P.217」においては、「流出係数は、原則として工種
別基礎流出係数及び工種構成から求めた総括流出係数を用いる。」とされている。

総括流出係数の算定式

ここで，C：総括流出係数
Ci：i 工種の基礎流出係数，
Ai：i 工種の総面積
ｍ：工種の数

〇流出係数の検証
・宗像市は当初に設定した流出係数から変更していない。

（旧宗像0.60・旧玄海0.45）

・（下水道施設計画・設計指針と解説ｐ２１７）-2019-）
土地利用の現況及び将来を見通し流出係数を設定する。

⇒最新の土地利用状況（ＧＩＳデータ）を用いて検証

工種別基礎流出係数

〇検証結果
・今回、GISデータ（土地利用、建物）を使用し、検証した結果、
既計画と大きく異なることが判明した。

・東郷 0.60⇒0.70（＋17％） ・赤間東 0.60⇒0.75（＋25％）
・赤間西 0.60⇒0.75（＋25％） など

⇒現況の土地利用に応じた流出係数に見直す必要がある。

〇検証結果（暫定値）

32



３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）設定の考え方①

33

〇下水道施設計画・設計指針と解説ｐ２１４）-2019-
計画降雨に採用する確率年は、５～１０年を標準とし、確立年に相当する計画降雨強度を近年の降雨状況を考慮して適切に設定する。

◇現在の降雨強度公式の標本期間
・５年確率排水区・・・・・S12（1937）～S55(1980)
・７年確率排水区・・・・・S12（1937）～H17(2005)

■降雨量変化倍率を乗じる前の計画降雨の妥当性の確認方法
〇雨水管理総合計画策定ガイドライン（ｐ38、参考資料-13）-2022(R3)-
・降雨量変更倍率の算定に用いている気候変動モデルの現在気候の実験期間（1951-2010年）と大きく乖離していないものである必要
がある。（ｐ38）
・2010年までのデータを用いた定常水文統計解析により計画降雨を算定し、これに降雨変化倍率を乗じて計画雨水量を算定することを
基本とする。
・2011年以降のデータを用いている場合は、それらを除いた上で計画降雨を算定し、これに降雨量変化倍率を乗じて計画雨水量を算
定することを基本とする。
・計画降雨強度式の算定において、20年以上のデータを使用する必要がある。（参考資料-13）

〇雨水管理総合計画策定ガイドライン（ｐ34、p37、参考資料-13、22）-2022(R3)-
・計画降雨や計画雨水量の設定にあたっては、気候変動の影響を

踏まえるものとする。
・将来降雨の予測(d2PDF(5km,yamada))
（＊およそ2040年頃、世界平均の地上気温が産業革命当時と比べて

２度上昇するシナリオ）

⇒「1951-2010」の降雨量に対して、
「2031-2090」の降雨量が1.1倍に変化する。



３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）設定の考え方②
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■計画降雨の設定の考え方（地域ごとの対策目標設定）
・今回の「雨に強いまちづくりビジョン」では、市内全域同一の計画降雨で設定する。（地域ごとの計画降雨は設定しない。）
・「重点対策地区」と「一般地区」は、計画降雨ではなく、整備時期や整備水準で整理する。

〇雨水管理総合計画ガイドラインｐ３６
・従来の下水道計画では，整備区域全域において一律の整
備水準（1/5～1/10 等の計画降雨）で整備を進めることを基
本としており，過去の浸水被害の大きい地区を優先的に整備
してきたが，近年では「再度災害防止」に加え「事前防災・減
災」，「選択と集中」等の観点から，浸水リスクを評価し，雨水
整備の優先度の高い地域を中心に浸水対策を推進すること
としている。
・「浸水ゼロ」を基本とした，計画降雨に対するハード対策の
目標となる整備目標は，都市機能が集積した浸水リスクが高
い地域では計画降雨の水準を上げる（現状1/5⇒1/10 等）等，
地域の状況に応じた柔軟な整備目標の検討も考えられる。

【地域ごとに計画降雨を設定した場合】
・水準が低い地域は、重点対策地区（計画降雨の水準が高い地区）等の対策が終わったとき、水準を上げることが必要になると想定され、
それまでの間に、場所によっては開発行為や既設水路の改築等を行われる可能性がある。その場合、低い水準での整備となるため、水
準を上げると流下能力が不足するなどの事態が生じる可能性がある。
・場所により雨の降り方が違う等の誤解を与える恐れがある。

短期 中期 長期

（Ａ地区） 施設整備工事A

（Ｂ地区） 施設整備工事B

（Ｃ地区） 施設整備工事C

（Ｄ地区） 施設整備工事D

重点対策地区

一般地区



３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）検証結果①
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３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）検証結果②（１０分間降雨量）
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３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）検証結果③（６０分間降雨量）
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３．計画降雨・照査降雨の設定（２）計画降雨の検証
◆降雨強度Ｉ（計画降雨）検証結果④（Ｌ１降雨）
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計画降雨ハイエトグラフ（1.1 倍値）

（現在）降雨強度Ｉ（計画降雨）
・赤間東，自由ヶ丘西排水区 (H19)

Ｉ７＝6,470/（ｔ＋５１） 58.3ｍｍ/ｈ（7年確率）

・それ以外の排水区 (S41)
Ｉ５＝4,700/（ｔ＋３０） 52.2ｍｍ/h （5年確率）

(68.2ｍｍ/hr)

１０分間降雨量 ６０分間降雨量

◆宗像観測所における降雨量（１～１０位）



段階的整備の時間軸

減災目標
(照査降雨L2)

下水道計画（防災）目標
（計画降雨L1）

現在 当面 中期 長期

整備目標・整備水準

現在の整備水準

現在の計画降雨

減災目標
(浸水許容)(照査降雨L1')

３．計画降雨・照査降雨の設定（３）照査降雨の設定（Ｌ１'）

〇レベル１降雨（計画降雨）
浸水被害の発生を防止するための下水道施設の整備の目標として下水道法事業計画に位置づけられる降雨。計画降雨に採用する確率
年は、５～１０年を標準とし、確立年に相当する計画降雨強度を近年の降雨状況を考慮して設定する。

〇レベル１’降雨（照査降雨）
計画降雨を上回る降雨時の浸水被害の軽減を図る目標の降雨。災害の再発防止の観点から流域で発生した降雨のうち，下水道の流出
時間スケールである短時間雨量（10～60 分雨量）が既往最大の降雨や一定の被害が想定される降雨を基本とし，計画降雨からレベ
ル２降雨の間である。

〇レベル２降雨（想定最大規模降雨）（照査降雨）
安全な避難の確保を図る目標の降雨。現状の科学的な知見や研究成果を踏まえ、利用可能な水理・水文観測、気象観測等の結果を用
い、現時点において、ある程度の蓋然性をもって想定し得る最大規模のものとして、「浸水想定（洪水，内水）の作成等のための想
定最大外力の設定手法」（平成27 年7 月 国土交通省）で示されている降雨。

◆降雨規模

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）R3.11 国土交通省水管理・国土保全局下水道局ｐ6
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６８．２ｍｍ/ｈ

◆段階的対策計画（例）

52.2ｍｍ/ｈ
58.3ｍｍ/ｈ

ソフト対策

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）を参考に作成

ハード対策
（下水道ストック）

連携による
総合的な対策



３．計画降雨・照査降雨の設定（３）照査降雨の設定（Ｌ１'）
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◆照査降雨（Ｌ１'）の設定

◆宗像観測所における降雨量（１～１０位）

〇レベル１’降雨（照査降雨）の設定
・１０分間雨量 21.5ｍｍ（2009/7/24・2019/7/18）
・６０分間雨量 68.0ｍｍ（1991/9/14）
・２４時間雨量 ２４５ｍｍ（釣川水系洪水浸水想定区域（計画規模））

平成29年(2019)３月に公表している
内水浸水想定区域と同条件

◆釣川水系洪水浸水想定区域図（計画規模） ◆防災マップ（Ｈ29.3版）



３．計画降雨・照査降雨の設定（３）照査降雨の設定（Ｌ２）
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◆照査降雨（Ｌ２）の設定

1



段階的整備の時間軸

計画降雨L1 →

照査降雨L1’

長期

対象外力

【見直し前】58.3ｍｍ/ｈ（７年確率）
　　　　　　52.2ｍｍ/ｈ（５年確率）

【見直し後】68.2ｍｍ/ｈｒ（10年確率）

68.0ｍｍ/ｈｒ

計画の考え方

水色：ソフト対策

緑色：他事業（道路施設・公園施設・農業施設・学校施設等）との連携による総合的な対策

青色：ハード対策(下水道ストック)

現在

現在の計画降雨

現在の整備水準

当面 中期

整備目標・整備水準

減災目標
(照査降雨L2)

下水道計画（防災）目標
（計画降雨L1）

減災目標 (照査降雨L1')

３．計画降雨・照査降雨の設定（４）検討対象降雨
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◆検討対象降雨

ハード対策
（下水道ストック）

連携による
総合的な対策

ソフト対策

153mm/hr

68.0mm/hr

68.2mm/hr

雨水管理総合計画策定ガイドライン（案）を参考に作成



３．計画降雨・照査降雨の設定（４）検討対象降雨
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◆検討対象降雨 計画降雨（Ｌ１）

照査降雨（Ｌ１’） 照査降雨（Ｌ２）


